
工事費の不足に対応するには、他の経費を下げることが必要です。こちらは、現在
行っている経費削減に向けた取り組みです。
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また、工事費も一年の金額を平均的にしつつ、現実的に実施できそうな額～年４億円
前後の投資額に平準化を行いました。
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この表は、先ほどの投資額を平準化して実施した場合の現金の残高です。
歳入と歳出を現金の出入りだけの表したものです。左側の青系が歳入、右の赤系が歳
出です。
歳入のうち、濃い青は水道料金、一番薄い青が借金、中間色はその他の収入です。
一方、歳出のうち、濃い赤は、維持経費、中間の赤が工事費、一番上の赤は、借金の
返済額です。
折れ線が現金残高です。赤い横線が0円ですので、料金改定をしなければ、資金
ショートを起こしてしまうことになります。
これを、避けるには、工事を今の利益の範囲内で行う、先延ばしにする、というのも一
つの方法です。
但し、これにはもう一つ別の問題があります。
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島田市の抱えるもう一つの問題は、有収率です。
売る量が減ったとしても、収入と経費の減少割合が同じ程度であれば、影響は少ない
のですが、島田市は、漏水が多く、売るお水が減っているのに作るお水が増えていま
す。
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このグラフは、有収率の推移です。有収率というのは、作ったお水に対する売れたお水
の割合です。

火災の消火活動や、新設管の洗浄、浄水を作る際に必要なお水など、直接利用者に
供給されない水量があるので、100%になるものではないのですが、この率が低いほど、
管からの漏水が疑われます。グラフは、上水道のみの数字ですが、平成26年度以降、
有収率が落ちています。
右表は、島田市上水道の30年度の有収率、県平均は平成29年度数値です。県の
84.9%と比較すると、島田市がいかに低いか良く分かります。

現在、当市では創設時の昭和30年の管の布設替をしています。主に旗指ICより西、方

面と思っていただければ結構です。この地区の有収率は、現在は下げ止まってて、少
し上向きとなっております。一方、初倉地区～昭和46年以降の開始～の有収率は下
がっていますので、やはり本管更新の遅れが一つの要因であると考えています。

つまり、利益の範囲内の工事をすることは、この状況を益々悪化させるだけであり、も
う先延ばしにはできない、ということです。
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漏水というと管に穴や亀裂が入る、というのが多のですが、これに加え、最近多く見ら
れるのが、つなぎ目部分からの漏水です。
こちらは、本管からご家庭に水道管を引くときの図です。水道管と単純に言っても、１本
の管がそのまま量水器に繋がっているのでなく、管と管を繋いでいるものです。このつ
なぎ目にあるパッキンが漏れるという漏水が最近多くなっています。

今から、こういった継ぎ手などでおきた漏水写真を見ていただき、審議１の説明を終了
させていただきます。
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【ここからは資料２の説明】
ここまでお話してきたとおり、更新しないで施設を廃止できれば、料金をあげる必要は
ありませんが、水道施設は、管路1本をとっても、その管の利用者全員がやめないと廃
止はできませんし、更新を先延ばしにすることは、すでに他団体より進んでいる漏水を
さらに増やし、経費が嵩むだけとなります。将来に大きな負担と不安を残す選択はせず、
料金を値上げさせていただきたい、というのが私どもの考えです。
令和２年4月、簡易水道事業と経営統合しますが、簡易水道事業はそれこそ収入が維
持費で消えてしまう状況です。
最初に規模の小さいところは割高というお話をしましたが、利用者が少なくても、取水、
浄水、配水とそろえなければならない施設の種類は変わらないため、建設経費割高に
なり捻出できないというのが簡易水道事業の実情です。
こうしたことから統合後一定期間は赤字補填を市当局に申し出ていましたが、赤字補
填はしないとの方針となり、その結果として、当初予定していた料金の改定率を上げな
いと予定した工事ができない状況です。
しかし、そうなると当初ビジョンで予定していた改定率よりも高く、現在の利用者への負
担も大きくなります。現在、料金の算定期間は5年としていますが、「これを4年にすれ
ば、多少緩やかな改定になります。
今後の審議でお示しする料金改定した場合のシミュレーションを作成するため、会議の
初日に恐縮ですが、お手元の資料の2枚をご覧頂き、料金改定の期間が4年がよいか、
5年が良いかご意見を頂きたいと思います。
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資料3-1、3-2をお手元に並べて揃えてください。
資料3-1は料金算定期間が5年、資料3-2は4年となっています。

値上率という欄の「当初」が水道事業ビジョンでの計画値です。左の「5年」という枠の
数字を、資料3-2の同じ場所の「4年」と比べてください。

また、実際の額がいくらかイメージしやすいよう、現在の平均額に値上率を乗じたもの
を単価比較欄に記載しましたので
こちらも参考にしてください。
この二つの資料は、最終年の2057年まで作成しました。全体をみるとあまり差はありま
せんが、太枠の10年くらいは改定率、改定額に差が出ています。

主にこの二つの部分を比べていただき、どちらの期間が妥当と思われるか、ご意見を
いただきたいと思いますのでよろしくお願いします。
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